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  （百万円未満切捨て）

１．2022年１月期第１四半期の連結業績（2021年１月21日～2021年４月20日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2022年１月期第１四半期 36,150 △3.4 426 △42.5 400 △28.4 229 － 

2021年１月期第１四半期 37,413 △5.6 741 － 559 － △38 － 
 
（注）包括利益 2022年１月期第１四半期 2,834 百万円 （－％）   2021年１月期第１四半期 △1,957 百万円 （－％） 
 

  
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 

四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

2022年１月期第１四半期 14.72 － 

2021年１月期第１四半期 △2.36 － 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

2022年１月期第１四半期 163,525 83,828 51.0 

2021年１月期 157,594 82,609 51.8 
 
（参考）自己資本 2022年１月期第１四半期 83,376 百万円   2021年１月期 81,604 百万円 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

2021年１月期 － 30.00 － 30.00 60.00 

2022年１月期 －        

2022年１月期（予想）   30.00 － 30.00 60.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

 

３．2022年１月期の連結業績予想（2021年１月21日～2022年１月20日） 

  （％表示は、通期は対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属 
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 164,500 4.0 4,200 △25.0 4,300 △24.9 2,600 △18.9 166.46 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－ 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：有 

（注）詳細については、添付資料Ｐ．17「４．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関

する注記事項（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。 

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年１月期１Ｑ 16,568,500 株 2021年１月期 16,568,500 株 

②  期末自己株式数 2022年１月期１Ｑ 943,782 株 2021年１月期 948,882 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年１月期１Ｑ 15,622,168 株 2021年１月期１Ｑ 16,424,233 株 

（注）当社は「役員向け株式給付信託」を2018年１月期より導入しております。 

期末自己株式数には、当該信託が保有する当社株式を含めております。 

2022年１月期１Ｑ  94,100株     2021年１月期   94,100株 

期中平均株式数の算出において、発行済株式数から控除する自己株式数には、当該信託が保有する当社株式

を含めております。 

2022年１月期１Ｑ  94,100株     2021年１月期１Ｑ   94,550株 

当社は「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship）」を2020年８月より導入しております。 

期末自己株式数には、当該プランにて信託銀行に設定したダイドーグループホールディングス社員持株会専

用信託口が保有する当社株式を含めております。 

2022年１月期１Ｑ  170,800株 

期中平均株式数の算定において、発行済株式数から控除する自己株式数には、当該信託口が保有する当社株

式を含めております。 

2022年１月期１Ｑ  173,350株 

 
 

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です 

 

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

 業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P.12「３．今後の

見通し」をご覧ください。 

 

（決算補足説明資料の入手方法） 

 決算補足説明資料はTDnetで同日開示するとともに、当社ウェブサイトにも掲載しております。 
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１．事業等のリスク

当第１四半期連結累計期間は、2021年１月に発出されていた緊急事態宣言が2021年３月21日まで再延長されたこと

が経営成績に一定の影響を及ぼしておりますが、2021年４月には、大阪府や東京都などに緊急事態宣言が再発出され

るなど、新型コロナウイルスの感染再拡大による消費者の行動変容の影響に引き続き注意が必要な状況にあります。

各国でのワクチン接種の進捗による経済活動の正常化が期待されるものの、新型コロナウイルス感染症の終息時期の

見通しは不透明であり、当社グループの経営成績等へ重要な影響を与える可能性があります。 

当第１四半期連結会計期間末時点で想定される主な影響と今後の対応策は、以下のとおりであります。 

 

  想定される主な影響 今後の対応策 

国内飲料事業 ・2021年１月の緊急事態宣言の影響等に

より、飲料業界全体の第１四半期の販

売動向は低調に推移したが、第２四半

期以降は、対前年での反動増はあるも

のの、緊急事態宣言の再発出による影

響が想定される。 

・在宅勤務の定着や消費者の行動変容に

より、自販機市場は大きく変化するこ

とが想定される。 

 

・自販機展開の強化を図るとともに、ス

マート・オペレーション体制の構築に

より、市場の変化に柔軟に対応できる

持続可能な自販機ビジネスモデルの確

立をめざす。 

海外飲料事業 ・トルコ飲料事業は、第１四半期は年末

からの感染の再拡大（第２波）による

行動制限が消費者の購買行動に影響を

及ぼす。また、リラ安による原価への

影響、国内では物流費が高騰するな

ど、コストが増加。

・第３波により、４月末から強力なロッ

クダウン、経済への影響は長期化する

見込み。

・トルコ飲料事業は、家庭内需要が高ま

る「Saka（サカ）」を中心とした拡

販、コスト削減により、利益確保をめ

ざす。 

・海外飲料事業セグメント全体の黒字確

保を当面の目標とし、海外における事

業戦略の再構築を図る。 

 

医薬品関連事業 ・顧客企業のドリンク剤など販売動向

は、低調に推移しており、下期まで受

注の減少は続く見込み。

 

・パウチ容器入りの新規受注製品の立ち

上げに注力するとともに、２拠点４工

場での効率的な生産の実現に向けた社

内体制の整備を推進する。 

食品事業 ・巣ごもりにより「フルーツの楽しみ

方」が多様化しゼリーを含むデザート

市場の販売動向は、前年を下回る実績

で推移。消費者の行動変容により、コ

ンビニエンスストア向けの販売は厳し

い状況が続く可能性。 

 

・ライフスタイルの変化に対応した商品

開発や、生産性向上への取り組みを引

き続き進め、さらなる収益力強化をめ

ざす。 
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２．経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

以下に記載している分析には、当社グループの将来に関する記述が含まれております。こうした将来に関する記述

は、当第１四半期連結会計期間の末日現在における判断及び仮定に基づいております。したがって、不確定要素や経

済情勢その他のリスク要因により、当社グループの実際の経営成績及び財政状態は、記載とは大きく異なる可能性が

あります。 

（１）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況にあ

ります。先行きについては、感染拡大の防止策を講じる中で、持ち直しの動きが続くことが期待されているものの、

内外の感染拡大による下振れリスクに十分注意する必要があるなど、不透明な状況が続いております。 

このような状況の中、当社グループは、2030年のありたい姿を示す「グループミッション2030」の実現に向けた３

カ年の行動計画「中期経営計画2021」の最終年度として、自販機市場における確固たる優位性の確立に向けた「自販

機展開強化拡充」と「スマート・オペレーションの全社展開」に注力するとともに、すべての事業の基盤となる「人

財戦略」を継続的に推進しております。 

「グループミッション2030」では、グループ理念・グループビジョンのもと、2030年までに成し遂げるべきミッシ

ョンを４つのテーマごとに示し、その達成に向けたロードマップを描いております。2030年に向け、世界中の人々が

楽しく健やかに暮らせる持続可能な社会の実現に貢献し、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上をめ

ざしてまいります。 
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